
議案第９０号  

 甲賀市室内多目的広場条例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

令和６年１１月２８日  

                                          甲賀市長  岩 永 裕 貴   

  



   甲賀市室内多目的広場条例  

 （設置）  

第１条 室内において天候にかかわりなく、遊具等を通じた運動及び遊びを提供す

ることで、子どもの健やかな育ちを促進するとともに、子どもと保護者とのコミ

ュニケーションを図り、保護者間の相互交流を促進するため、甲賀市室内多目的

広場（以下「多目的広場」という。）を設置する。  

 （名称及び位置）  

第２条 多目的広場の名称及び位置は、次のとおりとする。  

名称  位置  

甲賀市室内多目的広場  甲賀市甲賀町大久保５０７番地２  

 （事業）  

第３条 多目的広場は、第１条の目的を達成するために、次に掲げる事業を行う。  

 （１） 遊具等を通じて、子どもに運動及び遊びの場を提供する事業  

 （２） 利用者相互のコミュニケーションの場を提供する事業  

 （３） 子育て等に関する相談対応及び情報提供に関する事業  

 （４） 子どもの健全育成並びに子育て支援に資する事業の企画及び実施に関す

る事業  

 （５） その他多目的広場の目的を達成するために必要な事業  

 （利用対象者）  

第４条 多目的広場を利用できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。  

 （１） 就学前の子ども及びその保護者  

 （２） その他市長が特に認める者  

 （利用時間等）  

第５条 多目的広場の利用時間は、午前９時から午後５時までとする。  

２ 多目的広場の休館日は、次のとおりとする。  

 （１） 月曜日及び火曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）第３条に規定する休日を除く。）  

 （２） １２月２９日から翌年１月３日まで  

３ 市長は、必要と認めるときは、第１項に規定する利用時間を変更し、又は前項

に定める休館日を変更し、若しくは臨時に休館日を定めることができる。  



 （利用の許可）  

第６条 多目的広場を利用しようとする者（以下「利用者」という。）は、市長の許

可を受けて利用することができる。  

２ 市長は、前項の許可をする場合において、多目的広場の管理上必要な条件を付

することができる。  

 （利用の制限）  

第７条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用を

許可しない。  

 （１） その利用が公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。  

 （２） その利用が多目的広場の施設、附属設備等（以下「施設等」という。）を

損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。  

 （３） その他多目的広場の管理上適当でないと認めるとき。  

 （利用許可の取消し等）  

第８条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用の許可を取

り消し、又は利用を制限し、若しくは利用を停止させることができる。  

 （１） この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。  

 （２） 偽りその他不正な行為により利用の許可を受けたとき。  

 （３） 利用の許可の条件又は係員の指示に従わないとき。  

２ 前項の措置によって利用者に損害が生じることがあっても、市は、その責めを

負わない。  

 （原状回復の義務）  

第９条 利用者は、多目的広場の利用が終了したとき、又は前条の規定により、利

用を停止され、若しくは利用の許可を取り消されたときは、速やかに施設等を原

状に回復しなければならない。  

２ 利用者が、前項の義務を履行しないときは、市長において原状に回復し、これ

に要した費用は、利用者の負担とする。  

 （損害賠償）  

第１０条 利用者が、故意又は過失によって施設等を損傷し、又は滅失したときは、

その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が損害を賠償させることが適

当でないと認めたときは、この限りでない。  



 （指定管理者の指定等）  

第１１条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

の規定により、多目的広場の管理に関する次に掲げる業務（以下「管理業務」と

いう。）を指定管理者に行わせることができる。  

 （１） 第３条各号の規定に関する業務  

 （２） 多目的広場の維持管理に関する業務  

 （３） 多目的広場の利用許可に関する業務  

 （４） 前３号に掲げるもののほか、多目的広場の運営に関して市長が必要と認

める業務  

２ 前項の規定により、市長が指定管理者に管理業務を行わせる場合における第６

条、第７条、第８条第１項及び第９条第２項の規定の適用については、「市長」と

あるのは「指定管理者」とし、第８条第２項の規定の適用については、「市」とあ

るのは「市及び指定管理者」とする。  

３ 第１項の規定により、市長が指定管理者に管理業務を行わせる場合において、

当該指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得て、第５条に規定する利用時間又

は休館日を変更し、若しくは臨時に休館日を定めることができる。  

 （委任）  

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

   付 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （甲賀市子育て世代包括支援センター条例の廃止）  

２ 甲賀市子育て世代包括支援センター条例（平成２９年甲賀市条例第４号）は、

廃止する。  



議案第９１号  

 甲賀市こども家庭センター条例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

令和６年１１月２８日  

                                          甲賀市長  岩 永 裕 貴   

  



   甲賀市こども家庭センター条例  

 （設置）  

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第１０条の

２第１項の規定に基づき、児童及び妊産婦の福祉に関する包括的な支援を行うた

め、甲賀市こども家庭センター（以下「こども家庭センター」という。）を設置す

る。  

 （名称及び位置）  

第２条 こども家庭センターの名称及び位置は、次のとおりとする。  

名称  位置  

甲賀市こども家庭センター  甲賀市水口町水口６０５３番地  

 （業務内容）  

第３条 こども家庭センターは、次に掲げる業務を行う。  

 （１） 法第１０条の２第２項各号に掲げる業務  

 （２） 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２２条第１項各号に掲げる

業務  

 （３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務  

 （職員配置）  

第４条 こども家庭センターに次の職員を置く。  

 （１） センター長  

 （２） 統括支援員  

 （３） 前２号に掲げるもののほか、業務の遂行に必要な職員  

 （委任）  

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。  

   付 則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  



議案第９２号 

甲賀市文化芸術振興条例の制定について 

上記の議案を提出する。  

令和６年１１月２８日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 

 

 



   甲賀市文化芸術振興条例 

 甲賀市は、緑豊かな自然及び歴史的風土に恵まれ、城下町及び宿場町等の交通の

要衝として発展する中、多様な文化及び芸術が生み出され、ふれあい、受け入れる

土壌を育んできました。それは、先人によって学びの場を維持しながら、多様な文

化及び芸術を創造し、郷土愛が地域の中に脈々と根付いてきた証であります。 

 文化は市民社会の基盤となり、芸術は生活に溶け込むことにより、人々の心を豊

かにするとともに日々の暮らしに潤いを与え、しなやかな感性を育みます。 

 文化及び芸術があらゆる垣根を越えて、誰もが、幼少の成長過程から生涯にわた

り学ぶことの歓びを享受し、一人ひとりの個性を尊重し、創造性が発揮できる豊か

なまちづくりを進めるため、この条例を制定します。 

 （目的） 

第１条 この条例は、文化芸術基本法（平成１３年法律第１４８号。以下「法」と

いう。）第４条の規定及び障害者による文化芸術活動の推進に関する法律（平成３

０年法律第４７号）第５条の規定に基づき、本市における文化及び芸術に関する

施策（以下「文化芸術施策」という。）について、市の責務及び市民等の役割を明

らかにするとともに、文化芸術施策の基本となる事項を定めることにより、文化

芸術施策を推進し、もって心豊かな市民生活及び活力ある社会の実現に資するこ

とを目的とする。 

 （基本理念） 

第２条 文化芸術施策の推進に当たっては、次に掲げる事項を基本理念とする。 

 （１） 文化及び芸術に関する活動（以下「文化芸術活動」という。）に携わる者

の自主性及び創造性を尊重すること。 

 （２） 多様な文化芸術活動により市民生活を活気あるものとし、まちの魅力を

高め、にぎわいのあるまちづくりに資するよう努めること。 

 （３） 文化芸術活動を担う市内外の様々な主体が連携及び協働することにより 

  人々の交流及び対話を促し、開かれたまちづくりを推進すること。 

 （４） 誰もが文化及び芸術に親しみ、多様な価値を育むことができるよう環境

を整え、本市で培われた文化及び芸術を財産として次世代に継承すること。 

 （基本方針） 

第３条 市及び市民等は、前条に規定する基本理念に基づき、次に掲げる事項を基



本方針として、文化芸術施策を計画的かつ主体的に推進するものとする。 

 （１） 一人ひとりの自主性、主体性及び創造性を尊重し、誰もが文化芸術にふ

れる機会の創出及び情報の発信 

 （２） 未来の文化芸術を創造する子どもの育成並びに後継者及び担い手の育成 

 （３） 文化財等の文化資源を活用し、潜在的価値を掘り起こすことによるまち

づくりの推進 

 （４） 施設の整備及び有効活用を図り、文化及び芸術に関する専門的知識又は

技能を有する者の発掘、育成、確保及び登用の推進 

 （５） 文化芸術活動の実践を通して、地域課題の解決及びまちづくりの推進 

 （市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本方針にのっとり、文化芸術施策を策定し、計画

的に推進するものとする。 

２ 市は、文化芸術施策を推進するに当たり、文化及び芸術の固有の意義及び価値

を尊重しつつ、関連分野における施策との有機的な連携を図り、文化及び芸術に

関わる多様な情報を発信するものとする。 

３ 市は、文化芸術施策の推進に必要な財政上の措置を講じるよう努めるものとす

る。 

 （市民の権利及び役割） 

第５条 市民は、自らが文化及び芸術を創造し、又は享受する権利を有するととも

に、第２条に規定する基本理念を理解し、文化及び芸術の担い手として、相互に

連携しつつ、その継承に努めるものとする。 

 （文化芸術団体の役割） 

第６条 文化芸術団体は、自らが行う創造的な文化芸術活動に誇りを持ち、充実を

図るとともに、文化及び芸術の継承及び発展に積極的な役割を果たすよう努める

ものとする。 

２ 文化芸術団体は、相互に協力し、市民の文化芸術活動の推進に努めるものとす

る。 

 （学校等の役割） 

第７条 学校等は、自主的かつ主体的に、次代の担い手となる子ども及び青少年の

文化芸術活動を支援するとともに、文化芸術に親しむ機会の創出に努めるものと



する。 

 （事業者の役割） 

第８条 事業者は、自主的かつ主体的に、文化芸術を振興する役割を担うとともに、

文化芸術活動の支援に努めるものとする。 

 （関係者相互の連携及び協働） 

第９条 市、市民、地域、文化芸術団体、学校等、事業者及びその他文化芸術に関

する施策に関係する者は、相互に連携を図りながら協働し、文化芸術施策を推進

するよう努めるものとする。 

 （文化芸術施策の推進に関する計画の策定） 

第１０条 市は、文化芸術施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、文化芸術施

策に関する基本的な計画を策定するものとする。 

２ 前項の計画の策定に当たっては、次条に規定する甲賀市文化のまちづくり審議

会に諮るとともに、市民の意見を聴かなければならない。 

 （甲賀市文化のまちづくり審議会の設置） 

第１１条 文化芸術施策の推進に関する重要事項を審議するため、法第３７条の規

定により、甲賀市文化のまちづくり審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、甲賀市教育委員会（以下「教育委員会」という）の諮問に応じ、文

化芸術施策の推進について調査審議し、その結果について答申する。 

３ 審議会は、文化芸術施策の推進に関し必要な事項について、教育委員会に意見

を述べることができる。 

４ 審議会は、１５人以内の委員をもって組織する。 

５ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

 （１） 市民 

 （２） 学識経験者 

 （３） 公募により選出された者 

 （４） その他教育委員会が適当と認める者 

６ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における

後任の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

７ 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 （委任） 



第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に甲賀市附属機関設置条例（平成２５年甲賀市条例第

３５号）別表の規定により教育委員会に置かれた同表に規定する甲賀市文化のま

ちづくり審議会の委員である者は、この条例の施行の日に、第１１条第５項の規

定による委嘱を受けたものとみなす。 

 （甲賀市附属機関設置条例の一部改正） 

３ 甲賀市附属機関設置条例の一部を次のように改正する。 

  別表の２の表甲賀市文化のまちづくり審議会の項を削る。 



議案第９３号  

甲賀市老人福祉センター条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を提出する。  

  令和６年１１月２８日  

                      甲賀市長  岩 永 裕 貴  

 



   甲賀市老人福祉センター条例の一部を改正する条例  

 甲賀市老人福祉センター条例（平成１６年甲賀市条例第９７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条中「。以下「法」という。」を削る。 

 第２条の表甲賀市老人福祉センター碧水荘の項を削る。 

 第５条を削る。 

 第６条第３項中「指定管理者」を「市長」に改め、「、あらかじめ市長の承認を

得て」を削り、同条を第５条とする。 

 第７条ただし書中「指定管理者が市長の承認を得て」を「市長が」に改め、同条

を第６条とする。 

 第８条中「指定管理者」を「市長」に改め、同条を第７条とし、第９条から第１

１条までを１条ずつ繰り上げる。 

   付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第９３号参考資料 

甲賀市老人福祉センター条例新旧対照表 

改正案 現行 

（設置） （設置） 

第１条 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号          ）

第１５条第５項の規定に基づき、老人福祉の増進を図るため、甲賀市

老人福祉センター（以下「センター」という。）を設置する。 

第１条 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」という。）

第１５条第５項の規定に基づき、老人福祉の増進を図るため、甲賀市

老人福祉センター（以下「センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

 

甲賀市老人福祉センターフィランソ

土山 

甲賀市土山町北土山２０５８番地 

 

名称 位置 

甲賀市老人福祉センター碧水荘 甲賀市水口町北内貴３０７番地 

甲賀市老人福祉センターフィランソ

土山 

甲賀市土山町北土山２０５８番地 

 

 （指定管理者による管理） 

第５条 市長は、次の各号に掲げるセンターの管理に関する業務を、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者に行わせるものとする。 

（１） 第３条に規定する事業の実施に関する業務 

（２） センターの利用許可に関する業務 

（３） センターの維持管理に関する業務 

（４） 前３号に掲げるもののほか、センターの運営に関して市長が
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必要と認める業務 

（利用時間等） （利用時間等） 

第５条 （略） 第６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長      は                            、第１項に規定する利

用時間を変更し、又は前項に規定する休館日を変更し、若しくは臨時

の休館日を定めることができる。 

３ 指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得て、第１項に規定する利

用時間を変更し、又は前項に規定する休館日を変更し、若しくは臨時

の休館日を定めることができる。 

（利用の資格） （利用の資格） 

第６条 センターを利用することができる者は、市内に居住する６５歳

以上の者とする。ただし、市長が                      認めた者に

ついては、この限りでない。 

第７条 センターを利用することができる者は、市内に居住する６５歳

以上の者とする。ただし、指定管理者が市長の承認を得て認めた者に

ついては、この限りでない。 

（利用の許可） （利用の許可） 

第７条 センターを利用しようとする者は、あらかじめ市長      の許

可を受けなければならない。 

第８条 センターを利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許

可を受けなければならない。 

（利用の制限） （利用の制限） 

第８条 （略） 第９条 （略） 

（損害賠償） （損害賠償） 

第９条 （略） 第１０条 （略） 

（委任） （委任） 

第１０条 （略） 第１１条 （略） 

   付 則  
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 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 



議案第９４号  

甲賀市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る職員及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を提出する。  

  令和６年１１月２８日  

                      甲賀市長  岩 永 裕 貴  

 



   甲賀市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る職員及び  

   運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例  

 甲賀市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る職員及び運営に関す

る基準を定める条例（平成２７年甲賀市条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。 

 第３条第２項中「第１４０条の６６第１号ロ（２）」を「第１４０条の６６第１

号イ」に改める。 

 第４条第１項中「員数」の次に「（地域包括支援センター運営協議会が第１号被

保険者の数及び地域包括支援センターの運営の状況を勘案して必要であると認める

ときは、常勤換算方法（当該地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地

域包括支援センターにおいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、

当該地域包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法をい

う。）によることができる。次項において同じ。）」を加え、同条第２項中「前項

の」を「第１項の」に改め、同項の表中「前項各号」を「第１項各号」に、「前項

第１号」を「第１項第１号」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次

の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域包括支援セ

ンターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが

担当する区域を一の区域として、当該区域内の第１号被保険者の数について、お

おむね３，０００人以上６，０００人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の

員数を当該複数の地域包括支援センターに配置することにより、当該区域内の一

の地域包括支援センターがそれぞれ同項の基準を満たすものとする。この場合に

おいて、当該区域内の一の地域包括支援センターに置くべき常勤の職員の員数の

基準は、同項各号に掲げる者のうちから２人とする。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第９４号参考資料 

甲賀市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る職員及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改正案 現行 

（包括的支援事業の基本方針） （包括的支援事業の基本方針） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 地域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会（介護

保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）

第１４０条の６６第１号イ      に規定する地域包括支援センター運

営協議会をいう。以下同じ。）の意見を踏まえて、適切、公正かつ中

立な運営を確保するものとする。 

２ 地域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会（介護

保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）

第１４０条の６６第１号ロ（２）に規定する地域包括支援センター運

営協議会をいう。以下同じ。）の意見を踏まえて、適切、公正かつ中

立な運営を確保するものとする。 

（職員に係る基準及び当該職員の員数） （職員に係る基準及び当該職員の員数） 

第４条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保

険者の数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごとに置くべ

き専らその職務に従事する常勤の職員及びその員数（地域包括支援セ

ンター運営協議会が第１号被保険者の数及び地域包括支援センターの

運営の状況を勘案して必要であると認めるときは、常勤換算方法（当

該地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地域包括支援セ

ンターにおいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、

当該地域包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の員数に換算す

る方法をいう。）によることができる。次項において同じ。）は、原

則として次のとおりとする。 

第４条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保

険者の数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごとに置くべ

き専らその職務に従事する常勤の職員及びその員数                

                                                              

                                                              

                                                              

                                                              

                                                              

                                                        は、原

則として次のとおりとする。 
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（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域

包括支援センターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地

域包括支援センターが担当する区域を一の区域として、当該区域内の

第１号被保険者の数について、おおむね３，０００人以上６，０００

人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を当該複数の地域包

括支援センターに配置することにより、当該区域内の一の地域包括支

援センターがそれぞれ同項の基準を満たすものとする。この場合にお

いて、当該区域内の一の地域包括支援センターに置くべき常勤の職員

の員数の基準は、同項各号に掲げる者のうちから２人とする。 

 

３ 第１項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特

定の生活圏域に一の地域包括支援センターを設置することが必要であ

ると地域包括支援センター運営協議会において認められた場合には、

当該地域包括支援センターに置くべき職員及びその員数は、次の表の

左欄に掲げる担当する区域における第１号被保険者の数に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に定めるところによることができる。 

２ 前項の  規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特

定の生活圏域に一の地域包括支援センターを設置することが必要であ

ると地域包括支援センター運営協議会において認められた場合には、

当該地域包括支援センターに置くべき職員及びその員数は、次の表の

左欄に掲げる担当する区域における第１号被保険者の数に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に定めるところによることができる。 

担当する区域における第

１号被保険者の数 

地域包括支援センターに置くべき職員及びその

員数 

おおむね１，０００人未

満 

第１項各号に掲げる者のうちから１人又は２人 

おおむね１，０００人以

上２，０００人未満 

第１項各号に掲げる者のうちから２人（うち１

人は、専らその職務に従事する常勤の職員とす

担当する区域における第

１号被保険者の数 

地域包括支援センターに置くべき職員及びその

員数 

おおむね１，０００人未

満 

前項各号  に掲げる者のうちから１人又は２人 

おおむね１，０００人以

上２，０００人未満 

前項各号  に掲げる者のうちから２人（うち１

人は、専らその職務に従事する常勤の職員とす
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る。） 

おおむね２，０００人以

上３，０００人未満 

専らその職務に従事する常勤の第１項第１号に

掲げる者１人及び専らその職務に従事する常勤

の同項第２号又は第３号に掲げる者のいずれか

１人 
 

る。） 

おおむね２，０００人以

上３，０００人未満 

専らその職務に従事する常勤の前項第１号  に

掲げる者１人及び専らその職務に従事する常勤

の同項第２号又は第３号に掲げる者のいずれか

１人 
 

   付 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

 



議案第９５号  

 甲賀市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一部を改正する

条例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

   令和６年１１月２８日  

甲賀市長  岩 永 裕 貴   



   甲賀市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一部  

   を改正する条例 

 甲賀市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例（平成２４年甲賀

市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１号中「の土木工学科若しくはこれに相当する課程において衛生工学若

しくは水道工学に関する学科目を修めて卒業した後、」を削り、「おいて土木工学

科若しくは」を「おいて土木工学科又は」に、「２年以上水道」を「３年以上水道、

工業用水道、下水道、道路又は河川（以下この条において「水道等」という。）」

に改め、「者」の次に「（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。）」を加え、同条第２号中「の土木工学科」を削り、「これ」

を「旧大学令による大学において機械工学科若しくは電気工学科又はこれら」に改

め、「において衛生工学及び水道工学に関する学科目以外の学科目」を削り、「３

年以上水道」を「４年以上水道等」に改め、「者」の次に「（２年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」を加え、同条第３号中「に

よる専門学校」の次に「（次号において「短期大学等」という。）」を、「修了し

た後」の次に「。次号において同じ。」を加え、「水道」を「水道等」に改め、「者」

の次に「（２年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。）」を加え、同条第６号を同条第８号とし、同条第５号中「水道」を「水道等」

に改め、「者」の次に「（５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者に限る。）」を加え、同号を同条第７号とし、同号の前に次の１号を

加える。 

 （６） 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を

修めて卒業した後、８年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者（４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。） 

 第３条第４号中「による中等学校」の次に「（次号において「高等学校等」とい

う。）」を加え、「水道」を「水道等」に改め、「者」の次に「（３年６月以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」を加え、同号を同

条第５号とし、同条第３号の次に次の１号を加える。 

 （４） 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を



修めて卒業した後、６年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者（３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。） 

 第４条第１号を次のように改める。 

 （１） 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木工学科若し

くは土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（学校教育法による

専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）、同条第１号に規定する学校

を卒業した者については３年以上、同条第３号に規定する学校を卒業した者（同

法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）については５年以上、

同条第５号に規定する学校を卒業した者については７年以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者 

 第４条第２号中「及び第４号」を「又は第５号」に改め、「土木工学以外の」を

削り、「に関する学科目又はこれらに相当する学科目」を「の課程又はこれらに相

当する課程（土木工学科及び土木科並びにこれらに相当する課程を除く。）」に、

「同条第４号」を「同条第５号」に改め、同条第４号中「前２号」を「前３号」に

改める。 

   付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第９５号参考資料 

甲賀市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（布設工事監督者の資格） （布設工事監督者の資格） 

第３条 法第１２条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者が有

すべき資格は、次の各号のいずれかとする。 

第３条 法第１２条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者が有

すべき資格は、次の各号のいずれかとする。 

（１） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大

学を除く。以下同じ。）                                       

                                                            

      又は旧大学令（大正７年勅令第３８８号）による大学におい

て土木工学科又は    これに相当する課程を修めて卒業した後、３

年以上水道、工業用水道、下水道、道路又は河川（以下この条にお

いて「水道等」という。）に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

（１） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大

学を除く。以下同じ。）の土木工学科若しくはこれに相当する課程

において衛生工学若しくは水道工学に関する学科目を修めて卒業し

た後、又は旧大学令（大正７年勅令第３８８号）による大学におい

て土木工学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した後、２

年以上水道                                                  

                        に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者                                                    

                     

（２） 学校教育法による大学            又は旧大学令による大学

において機械工学科若しくは電気工学科又はこれらに相当する課程

                                                      を修め

て卒業した後、４年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者（２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

（２） 学校教育法による大学の土木工学科又はこれ               

                                              に相当する課程

において衛生工学及び水道工学に関する学科目以外の学科目を修め

て卒業した後、３年以上水道  に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者                                                
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（３） 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課

程を含む。）若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治３６年

勅令第６１号）による専門学校（次号において「短期大学等」とい

う。）において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後

（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後。次号

において同じ。）、５年以上水道等に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者（２年６月以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者に限る。） 

（３） 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課

程を含む。）若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治３６年

勅令第６１号）による専門学校                                 

      において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後

（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後       

              ）、５年以上水道  に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者                                            

                             

（４） 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当

する課程を修めて卒業した後、６年以上水道等に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者（３年以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。） 

 

（５） 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等

学校令（昭和１８年勅令第３６号）による中等学校（次号において

「高等学校等」という。）において土木科又はこれに相当する課程

を修めて卒業した後、７年以上水道等に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者（３年６月以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者に限る。） 

（４） 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等

学校令（昭和１８年勅令第３６号）による中等学校               

                        において土木科又はこれに相当する課程

を修めて卒業した後、７年以上水道  に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者                                          

                               

（６） 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当

する課程を修めて卒業した後、８年以上水道等に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者（４年以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。） 
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（７） １０年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者（５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者に限る。） 

（５） １０年以上水道  の工事に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者                                                

                           

（８） （略） （６） （略） 

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第４条 法第１９条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者が有

すべき資格は、次の各号のいずれかとする。 

第４条 法第１９条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者が有

すべき資格は、次の各号のいずれかとする。 

（１） 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木

工学科若しくは土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した

後（学校教育法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した

後）、同条第１号に規定する学校を卒業した者については３年以上、

同条第３号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の

前期課程にあっては、修了した者）については５年以上、同条第５

号に規定する学校を卒業した者については７年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者 

（１） 前条に規定する水道の布設工事監督者に必要な資格を有する

者 

（２） 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において     

          工学、理学、農学、医学若しくは薬学の課程又はこれら

に相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこれらに相当する課

程を除く。）を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の

前期課程にあっては、修了した後）、同条第１号に規定する学校を

卒業した者については４年以上、同条第３号に規定する学校を卒業

した者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）

（２） 前条第１号、第３号及び第４号に規定する学校において土木

工学以外の工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又

はこれらに相当する学科目                                    

            を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の

前期課程にあっては、修了した後）、同条第１号に規定する学校を

卒業した者については４年以上、同条第３号に規定する学校を卒業

した者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）
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については６年以上、同条第５号に規定する学校を卒業した者につ

いては８年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

については６年以上、同条第４号に規定する学校を卒業した者につ

いては８年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

（３） （略） （３） （略） 

（４） 規則の定めるところにより、前３号に掲げる者と同等以上の

技能を有すると認められる者 

（４） 規則の定めるところにより、前２号に掲げる者と同等以上の

技能を有すると認められる者 

   付 則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 



議案第９６号  

 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定に

ついて  

 上記の議案を提出する。  

   令和６年１１月２８日  

甲賀市長  岩 永 裕 貴   



   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条  

   例  

 （甲賀市情報公開条例等の一部改正） 

第１条 次に掲げる条例の規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 （１） 甲賀市情報公開条例（平成１６年甲賀市条例第１５号）第３２条 

 （２） 甲賀市みんなのまちを守り育てる条例（平成１９年甲賀市条例第６０号）

第５４条 

 （３） 甲賀市行政不服審査法施行条例（平成２８年甲賀市条例第１２号）第１

０条 

 （４） 甲賀市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年甲賀市条例第１

号）第１４条並びに付則第３条第７項、第８項及び第１０項 

 （５） 甲賀市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年甲賀市条例第１２

号）第５３条から第５５条まで 

 （甲賀市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 甲賀市職員の給与に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３８号）の一部

を次のように改正する。 

  第２１条の２第３号及び第４号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

  第２１条の３第１項第１号及び第３項第１号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

 （甲賀市消防団条例の一部改正） 

第３条 甲賀市消防団条例（平成１６年甲賀市条例第１７９号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第６条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 （甲賀市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正） 

第４条 甲賀市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（平成１６年

甲賀市条例第１８２号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第１号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

 （罰則の適用等に関する経過措置） 



第２条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例に

よることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例

の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める

刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法等一部改

正法」という。）第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。

以下この項において「旧刑法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」

という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）、旧刑法第１３条

に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項にお

いて同じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が

含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を

同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。 

 （人の資格に関する経過措置） 

第３条 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例

によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条

例の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、

無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられ

た者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期

を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。 

 （甲賀市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第４条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律

の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例の施行前に犯し

た禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、

第２条の規定による改正後の甲賀市職員の給与に関する条例第２１条の３第１項

（第１号に係る部分に限る。）及び第３項（第１号に係る部分に限る。）の規定

の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 
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議案第９６号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市情報公開条例新旧対照表 

改正案 現行 

（罰則） （罰則） 

第３２条 第１８条第７項の規定に違反して職務上知り得た秘密を漏ら

した者は、１年以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処する。 

第３２条 第１８条第７項の規定に違反して職務上知り得た秘密を漏ら

した者は、１年以下の懲役  又は５０万円以下の罰金に処する。 

 

甲賀市みんなのまちを守り育てる条例新旧対照表 

改正案 現行 

（罰則） （罰則） 

第５４条 第４９条第１号又は第２号の規定による市長の命令に違反し

た者については、６月以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処する。 

第５４条 第４９条第１号又は第２号の規定による市長の命令に違反し

た者については、６月以下の懲役  又は５０万円以下の罰金に処する。 

 

甲賀市行政不服審査法施行条例新旧対照表 

改正案 現行 

（罰則） （罰則） 

第１０条 第４条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以

下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処する。 

第１０条 第４条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以

下の懲役  又は５０万円以下の罰金に処する。 
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甲賀市個人情報の保護に関する法律施行条例新旧対照表 

改正案 現行 

（罰則） （罰則） 

第１４条 第６条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以

下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処する。 

第１４条 第６条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以

下の懲役  又は５０万円以下の罰金に処する。 

付 則 付 則 

（経過措置） （経過措置） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施行前にお

いて旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された

旧条例第２条第１０号に規定する保有個人情報を含む情報の集合物で

あって、一定の事務の目的を達成するため、特定の保有個人情報を電

子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの

（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を前条の

規定の施行後に提供したときは、２年以下の拘禁刑又は１００万円以

下の罰金に処する。 

７ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施行前にお

いて旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された

旧条例第２条第１０号に規定する保有個人情報を含む情報の集合物で

あって、一定の事務の目的を達成するため、特定の保有個人情報を電

子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの

（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を前条の

規定の施行後に提供したときは、２年以下の懲役  又は１００万円以

下の罰金に処する。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

８ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の規定の施

行前において旧実施機関が保有していた旧条例第２条第１０号に規定

する保有個人情報を前条の規定の施行後に自己若しくは第三者の不正

８ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の規定の施

行前において旧実施機関が保有していた旧条例第２条第１０号に規定

する保有個人情報を前条の規定の施行後に自己若しくは第三者の不正



3/9 

な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の拘禁刑

又は５０万円以下の罰金に処する。 

な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役  

又は５０万円以下の罰金に処する。 

９ （略） ９ （略） 

１０ 第２項の規定によりなお従前によることとされた義務に違反して

秘密を漏らした者は、１年以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処

する。 

１０ 第２項の規定によりなお従前によることとされた義務に違反して

秘密を漏らした者は、１年以下の懲役  又は５０万円以下の罰金に処

する。 

１１ （略） １１ （略） 

 

甲賀市議会の個人情報の保護に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第５３条 職員若しくは職員であった者、第９条第２項若しくは第１５

条第５項の委託を受けた業務に従事している者若しくは従事していた

者又は議会において個人情報、仮名加工情報若しくは匿名加工情報の

取扱いに従事している派遣労働者若しくは従事していた派遣労働者

が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第

２条第５項第１号に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製

し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以下の拘禁

刑又は１００万円以下の罰金に処する。 

第５３条 職員若しくは職員であった者、第９条第２項若しくは第１５

条第５項の委託を受けた業務に従事している者若しくは従事していた

者又は議会において個人情報、仮名加工情報若しくは匿名加工情報の

取扱いに従事している派遣労働者若しくは従事していた派遣労働者

が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第

２条第５項第１号に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製

し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役

 又は１００万円以下の罰金に処する。 

第５４条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情

報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用

したときは、１年以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処する。 

第５４条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情

報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用

したときは、１年以下の懲役  又は５０万円以下の罰金に処する。 
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第５５条 職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供

する目的で個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁

的記録を収集したときは、１年以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金

に処する。 

第５５条 職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供

する目的で個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁

的記録を収集したときは、１年以下の懲役  又は５０万円以下の罰金

に処する。 
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＜第２条関係＞ 

甲賀市職員の給与に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（期末手当） （期末手当） 

第２１条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規

定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる

者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

第２１条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規

定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる

者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

（３） 基準日前１箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支

給日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く。）

で、その離職した日から当該支給日の前日までの間に拘禁刑以上の

刑に処せられたもの 

（３） 基準日前１箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支

給日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く。）

で、その離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮  以上の

刑に処せられたもの 

（４） 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処

分を受けた者（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられ

たもの 

（４） 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処

分を受けた者（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮  以上の刑に処せられ

たもの 

第２１条の３ 任命権者又はその委任を受けた者は、支給日に期末手当

を支給することとされていた職員で当該支給日の前日までに離職した

ものが次の各号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支給を

一時差し止めることができる。 

第２１条の３ 任命権者又はその委任を受けた者は、支給日に期末手当

を支給することとされていた職員で当該支給日の前日までに離職した

ものが次の各号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支給を

一時差し止めることができる。 

（１） 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職 （１） 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職
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期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に

係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定められているものに限り、刑

事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式手続

によるものを除く。第３項において同じ。）をされ、その判決が確

定していない場合 

期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に

係る犯罪について禁錮
こ

  以上の刑が定められているものに限り、刑

事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式手続

によるものを除く。第３項において同じ。）をされ、その判決が確

定していない場合 

（２） （略） （２） （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 任命権者又はその委任を受けた者は、一時差止処分について、次の

各号のいずれかに該当するに至った場合には、速やかに当該一時差止

処分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当する場合に

おいて、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る

刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが

一時差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでな

い。 

３ 任命権者又はその委任を受けた者は、一時差止処分について、次の

各号のいずれかに該当するに至った場合には、速やかに当該一時差止

処分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当する場合に

おいて、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る

刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが

一時差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでな

い。 

（１） 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった

行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられなかった場合 

（１） 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった

行為に係る刑事事件に関し禁錮
こ

  以上の刑に処せられなかった場合 

（２）及び（３） （略） （２）及び（３） （略） 

４～６ （略） ４～６ （略） 
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＜第３条関係＞ 

甲賀市消防団条例新旧対照表 

改正案 現行 

（欠格条項） （欠格条項） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができな

い。 

第６条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができな

い。 

（１） 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行

を受けることがなくなるまでの者 

（１） 禁錮  以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行

を受けることがなくなるまでの者 

（２） （略） （２） （略） 

 

＜第４条関係＞ 

甲賀市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（退職報償金支給の制限） （退職報償金支給の制限） 

第６条 退職報償金は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては支

給しない。 

第６条 退職報償金は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては支

給しない。 

（１） 拘禁刑以上の刑に処せられた者 （１） 禁錮
こ

  以上の刑に処せられた者 

（２）～（５） （略） （２）～（５） （略） 

   付 則  
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 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

 （罰則の適用等に関する経過措置） 

第２条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例に

よる。 

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従

前の例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若し

くは廃止前の条例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合

において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４

年法律第６７号。以下「刑法等一部改正法」という。）第２条の規定に

よる改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧

刑法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有

期のものに限る。以下この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規定

する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項に

おいて同じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以下「旧拘留」と

いう。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその

刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を

同じくする拘留とする。 

 （人の資格に関する経過措置） 

第３条 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりな

お従前の例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前

若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる人の資格に関す

る法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮
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に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期

禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留

に処せられた者とみなす。 

 （甲賀市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第４条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴

う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの

条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている

罪につき起訴をされた者は、第２条の規定による改正後の甲賀市職員の

給与に関する条例第２１条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及

び第３項（第１号に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁

刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

 



議案第９７号   

 公共施設使用料（据え置き分）の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例の制

定について 

上記の議案を提出する。 

   令和６年１１月２８日 

      甲賀市長  岩 永 裕 貴   



   公共施設使用料（据え置き分）の見直しに伴う関係条例の整備に関す 

   る条例 

 （甲賀市農村集落センター条例の一部改正） 

第１条 甲賀市農村集落センター条例（平成１６年甲賀市条例第１１１号）の一部

を次のように改正する。 

  別表第２甲賀市大河原ふれあいホールの部多目的ホールの項及び和室の項中

「２００」を「３００」に、「４００」を「６００」に改め、同表甲賀市雲井地区

農村活性化センターの部研修室の項中「４００」を「５００」に、「８００」を「１，

０００」に改め、同部調理室の項中「２００」を「３００」に、「４００」を「６

００」に改め、同表甲賀市生産物直売・食材供給施設田代高原の郷の項中「４０

０」を「５００」に、「８００」を「１，０００」に改める。 

 （甲賀市農業振興センター条例の一部改正） 

第２条 甲賀市農業振興センター条例（平成１６年甲賀市条例第１１２号）の一部

を次のように改正する。 

  別表ふれあいホールの項及び木工体験室の項中「２５０」を「３００」に、「５

００」を「６００」に改める。 

 （甲賀市スポーツ施設条例の一部改正） 

第３条 甲賀市スポーツ施設条例（平成１６年甲賀市条例第１７０号）の一部を次

のように改正する。 

  別表第３の３の表中 

 「 

グラ

ウン

ド 

土山運動場 

甲南グラウンド 

１面 ５００ １，０００ 

１／２面 ３００ ６００ 

甲南中央運動公園サッカ

ーグラウンド 

１面 ７００ １，４００ 

１／２面 ４００ ８００ 

                                  」を 

 「 

グラ

ウン

土山運動場 

甲南グラウンド 

１面 ７００ １，４００ 

１／２面 ４００ ８００ 



ド 甲南中央運動公園サッカ

ーグラウンド 

」に

改める。 

 （甲賀市立学校施設開放条例の一部改正） 

第４条 甲賀市立学校施設開放条例（平成１６年甲賀市条例第１７１号）の一部を

次のように改正する。 

  別表中「（信楽小学校、雲井小学校、小原小学校、朝宮小学校、多羅尾小学校

及び信楽中学校にあっては、１００）」及び「（信楽小学校、雲井小学校、小原

小学校、朝宮小学校、多羅尾小学校及び信楽中学校にあっては、５０）」を削る。 

 （甲賀市民交流駅条例の一部改正） 

第５条 甲賀市民交流駅条例（平成１７年甲賀市条例第５１号）の一部を次のよう

に改正する。 

  別表の１の表中「２５０」を「３００」に、「５００」を「６００」に改める。 

 （甲賀市地域総合センター条例の一部改正） 

第６条 甲賀市地域総合センター条例（平成２０年甲賀市条例第２７号）の一部を

次のように改正する。 

  別表甲賀市宇川会館の部調理室の項中「３００」を「４００」に、「６００」を

「８００」に改め、同表甲賀市かえで会館の部多目的室の項及び研修室２の項中

「１５０」を「２００」に、「３００」を「４００」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の次に掲げる条例の規定は、この条例の施行の日以後に納付される使用

料（利用料金を含む。以下この項において同じ。）について適用し、同日前に納付

された使用料については、なお従前の例による。 

 （１） 甲賀市農村集落センター条例 

 （２） 甲賀市農業振興センター条例 

 （３） 甲賀市スポーツ施設条例 



 （４） 甲賀市立学校施設開放条例 

（５） 甲賀市民交流駅条例 

（６） 甲賀市地域総合センター条例 
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議案第９７号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市農村集落センター条例新旧対照表 

改正案 現行 

（利用料） （利用料） 

第１０条 集落センターの利用料は、別表第２の範囲において、指定管

理者が市長の承認を得て定めるものとする。 

第１０条 集落センターの利用料は、別表第２の範囲において、指定管

理者が市長の承認を得て定めるものとする。 

別表第２（第１０条関係） 別表第２（第１０条関係） 

施設名 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

甲賀市大河原ふれあ

いホール 

多目的ホール ３００ ６００ 

和室 ３００ ６００ 

（略） 

甲賀市雲井地区農村

活性化センター 

（略） 

研修室 ５００ １，０００ 

調理室 ３００ ６００ 

（略） 

甲賀市生産物直売・食

材供給施設田代高原

の郷 

研修室 ５００ １，０００ 

 

施設名 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

甲賀市大河原ふれあ

いホール 

多目的ホール ２００ ４００ 

和室 ２００ ４００ 

（略） 

甲賀市雲井地区農村

活性化センター 

（略） 

研修室 ４００ ８００ 

調理室 ２００ ４００ 

（略） 

甲賀市生産物直売・食

材供給施設田代高原

の郷 

研修室 ４００ ８００ 

 

備考 備考 
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１～４ （略） １～４ （略） 

 

＜第２条関係＞ 

甲賀市農業振興センター条例新旧対照表 

改正案 現行 

（使用料） （使用料） 

第９条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表に定める使用料を

納付しなければならない。 

第９条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表に定める使用料を

納付しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

別表（第９条関係） 別表（第９条関係） 

施設名 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

ふれあいホール ３００ ６００ 

木工体験室 ３００ ６００ 

（略） 
 

施設名 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

ふれあいホール ２５０ ５００ 

木工体験室 ２５０ ５００ 

（略） 
 

備考 備考 

１～４ （略） １～４ （略） 
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＜第３条関係＞ 

甲賀市スポーツ施設条例新旧対照表 

改正案 現行 

（使用料） （使用料） 

第９条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表第３に定める使用

料を納付しなければならない。 

第９条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表第３に定める使用

料を納付しなければならない。 

（利用料金） （利用料金） 

第１６条 前条第１項の規定により指定管理者に管理業務を行わせる場

合における利用料金の額は、別表第３の範囲において、指定管理者が

教育委員会の承認を得て定めるものとする。 

第１６条 前条第１項の規定により指定管理者に管理業務を行わせる場

合における利用料金の額は、別表第３の範囲において、指定管理者が

教育委員会の承認を得て定めるものとする。 

別表第３（第９条、第１６条関係） 別表第３（第９条、第１６条関係） 

１及び２ （略） １及び２ （略） 

３ グラウンド ３ グラウンド 

施設名 区分 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

グ

ラ

ウ

ン

ド 

土山運動場 

甲南グラウンド 

甲南中央運動公園サッカーグラウ

ンド 

１面 

 

７００ １，４００ 

１／２面 ４００ ８００ 

（略） 
 

施設名 区分 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

グ

ラ

ウ

ン

ド 

土山運動場 

甲南グラウンド 

１面 ５００ １，０００ 

１／２面 ３００ ６００ 

甲南中央運動公園サッカーグラウ

ンド 

１面 ７００ １，４００ 

１／２面 ４００ ８００ 

（略） 
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備考 （略） 備考 （略） 

４～８ （略） ４～８ （略） 

 

＜第４条関係＞ 

甲賀市立学校施設開放条例新旧対照表 

改正案 現行 

（開放施設） （開放施設） 

第２条 学校開放を行う市立学校の施設（以下「開放施設」という。）

は、別表に掲げる施設とする。 

第２条 学校開放を行う市立学校の施設（以下「開放施設」という。）

は、別表に掲げる施設とする。 

 （使用料）  （使用料） 

第１０条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表に定める使用料

を納付しなければならない。 

第１０条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表に定める使用料

を納付しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

別表（第２条、第１０条関係） 別表（第２条、第１０条関係） 

施設名 区分 金額（円） 

体育館 １時間

当たり 

１面 ２００         

            

            

            

１／２面 １００         

            

施設名 区分 金額（円） 

体育館 １時間

当たり 

１面 ２００（信楽小学校、雲井小

学校、小原小学校、朝宮小学

校、多羅尾小学校及び信楽中

学校にあっては、１００） 

１／２面 １００（信楽小学校、雲井小

学校、小原小学校、朝宮小学
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（略） （略） 

（略） 
 

校、多羅尾小学校及び信楽中

学校にあっては、５０） 

（略） （略） 

（略） 
 

備考 備考 

 １～５ （略）  １～５ （略） 

 

＜第５条関係＞ 

甲賀市民交流駅条例新旧対照表 

改正案 現行 

（使用料の納付） （使用料の納付） 

第９条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表に定める使用料を

納付しなければならない。 

第９条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表に定める使用料を

納付しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（利用料金の収受等） （利用料金の収受等） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

２ 利用料金の額は、別表の範囲において、指定管理者が市長の承認を

得て定めるものとする。 

２ 利用料金の額は、別表の範囲において、指定管理者が市長の承認を

得て定めるものとする。 

別表（第９条、第１４条関係） 別表（第９条、第１４条関係） 

１ 甲賀市民交流駅こうか １ 甲賀市民交流駅こうか 

施設名 １時間当たり金額（円） 施設名 １時間当たり金額（円） 
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市内 市外 

コミュニティルーム ３００ ６００ 
 

市内 市外 

コミュニティルーム ２５０ ５００ 
 

備考  備考  

１～４ （略） １～４ （略） 

２ （略） ２ （略） 

 

＜第６条関係＞ 

甲賀市地域総合センター条例新旧対照表 

改正案 現行 

 （使用料等）  （使用料等） 

第８条 利用者は、利用許可を受けたときは、別表に定める使用料を納

付しなければならない。ただし、第３条に掲げる事業で利用する場合

は、使用料を徴収しない。 

第８条 利用者は、利用許可を受けたときは、別表に定める使用料を納

付しなければならない。ただし、第３条に掲げる事業で利用する場合

は、使用料を徴収しない。 

２ （略） ２ （略） 

別表（第８条関係） 別表（第８条関係） 

施設名 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

甲賀市宇川会館 （略） 

調理室 ４００ ８００ 

（略） 

甲賀市かえで会館 （略） 

施設名 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 市外 

甲賀市宇川会館 （略） 

調理室 ３００ ６００ 

（略） 

甲賀市かえで会館 （略） 
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多目的室   ２００ ４００ 

（略） 

研修室２ ２００ ４００ 

（略） 
 

多目的室   １５０ ３００ 

（略） 

研修室２ １５０ ３００ 

（略） 
 

備考 備考 

１及び２ （略） １及び２ （略） 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の次に掲げる条例の規定は、この条例の施行の日以後に納付さ

れる使用料（利用料金を含む。以下この項において同じ。）について適

用し、同日前に納付された使用料については、なお従前の例による。 

 （１） 甲賀市農村集落センター条例 

 （２） 甲賀市農業振興センター条例 

 （３） 甲賀市スポーツ施設条例 

 （４） 甲賀市立学校施設開放条例 

（５） 甲賀市民交流駅条例 

（６） 甲賀市地域総合センター条例 

 

 



 

 
 

議案第９８号 

 甲賀市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

 上記の議案を提出する。 

   令和６年１１月２８日 

                      甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 



   甲賀市都市公園条例の一部を改正する条例 

第１条 甲賀市都市公園条例（平成１６年甲賀市条例第１３５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  別表第５の１の表中 

 「 

陸

上

競

技

場 

競技場 平日１時間当たり 貸切

使用 

２，０００ ４，０００

土日祝日１時間当た

り 

２，５００ ５，０００

団体（１０人以上）使

用１回当たり 

共用

使用 

２，０００ ４，０００

個人使用１回当たり ２００ ４００

会議室 １回当たり ― ５００ １，０００

ミーティング室 ― ５００ １，０００

シャワー ― １００ １００

指導員室 ― ５００ １，０００

広告物の表示 １日当たり ― ２，０００ ４，０００

野

球

場 

野球場 平日１時間当たり ― １，５００ ３，０００

土日祝日１時間当た

り 
― 

２，２５０ ４，５００

スコアボード １試合当たり ― ２，０００

照明設備 １時間当たり １／

２点

灯 

５，０００

全点

灯 

１０，０００

本部室 １回当たり 

― 

５００ １，０００

審判室 ５００ １，０００

来賓室 ５００ １，０００

控室（１室につ ５００ １，０００



き） 

会議室（１室に

つき） 

５００ １，０００

記録放送室 ５００ １，０００

シャワー室（１

室につき） 

１，０００ ２，０００

多

目

的

グ

ラ

ウ

ン

ド 

人工芝グラウン

ド 

クレーグラウン

ド 

平日１時間当たり １面 １，５００ ３，０００

１／

２面 

１，０００ ２，０００

土日祝日１時間当た

り 

１面 ２，２５０ ４，５００

１／

２面 

１，５００ ３，０００

照明設備 １時間当たり １面 ４，０００

                                   」を 

 「 

陸

上

競

技

場 

競技場 平日１時間当たり 貸切

使用 

２，０００ ４，０００

土日祝日１時間当た

り 

２，５００ ５，０００

団体（１０人以上）使

用１回当たり 

共用

使用 

２，０００ ４，０００

個人使用１回当たり ２００ ４００

会議室 １時間当たり ― ３００ ６００

ミーティング室 ― ３００ ６００

シャワー １回当たり ― １００ １００

指導員室 １時間当たり ― ２００ ４００

広告物の表示 １日当たり ― ２，０００ ４，０００

野

球

野球場 平日１時間当たり ― ２，０００ ４，０００

土日祝日１時間当た― ３，０００ ６，０００



場 り 

スコアボード １時間当たり ― １，５００

照明設備 １時間当たり １／

２点

灯 

５，０００

全点

灯 

１０，０００

本部室 １時間当たり 

― 

２００ ４００

審判室 ２００ ４００

来賓室 ２００ ４００

控室（１室につ

き） 

２００ ４００

会議室（１室に

つき） 

２００ ４００

記録放送室 ２００ ４００

シャワー室（１

室につき） 

１回当たり ― １，０００ ２，０００

多

目

的

グ

ラ

ウ

ン

ド 

人工芝グラウン

ド 

平日１時間当たり １面 ２，０００ ４，０００

１／

２面 

１，４００ ２，８００

土日祝日１時間当た

り 

１面 ３，０００ ６，０００

１／

２面 

２，０００ ４，０００

照明設備 １時間当たり １面 ２，０００

                                   」に

改め、同表の６の表中 

 「 

甲賀市ひのきが丘公園平日 １面 ９００ １，８００



野球場 土日祝日 １面 １，０００ ２，０００

甲賀市甲賀中央公園野

球場 
― １面 

８００ １，６００

                                   」を 

 「 

甲賀市ひのきが丘公園

野球場 
― １面 

１，０００ ２，０００

甲賀市甲賀中央公園野

球場 
― １面 

１，０００ ２，０００

                                   」に

改め、同表の７の表グラウンドの部中「３５０」を「５００」に、「７００」を「１，

０００」に、「５００」を「７００」に、「１，０００」を「１，４００」に改め、

同表の９の表中「４５０」を「５００」に、「９００」を「１，０００」に、「２

５０」を「３００」に、「５００」を「６００」に改める。 

第２条 甲賀市都市公園条例の一部を次のように改正する。 

  別表第２甲賀市水口スポーツの森の部中 

 「陸上競技場」を「管理棟 

陸上競技場」に改める。 

  別表第３甲賀市水口スポーツの森の部中 

 「野球場」を「管理棟 

野球場」に改める。 

  別表第５の１の表中「甲賀市水口スポーツの森（」の次に「管理棟・」を加え、

同表陸上競技場の部の前に次のように加える。 

管理棟 会議室（１室につき） １時間当たり ― ３００ ６００ 

ミ ー テ ィ ン グ ル ー ム

（１室につき） 
― 

２００ ４００ 

シャワー １回当たり ― １００ １００ 

   付 則 

 （施行期日） 



１ この条例中第１条の規定は令和７年４月１日から、第２条の規定は規則で定め

る日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の甲賀市都市公園条例別表第５の規定は、同条の規

定の施行の日以後に納付される使用料（利用料金を含む。以下この項において同

じ。）について適用し、同日前に納付された使用料については、なお従前の例によ

る。 

 （準備行為） 

３ 管理棟に係る利用の許可その他の準備行為は、第２条の規定の施行の日前にお

いても行うことができる。 
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議案第９８号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市都市公園条例新旧対照表 

改正案 現行 

（使用料） （使用料） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２ 第８条に規定する有料公園施設を利用しようとする者は、別表第５

に掲げる使用料を納付しなければならない。 

２ 第８条に規定する有料公園施設を利用しようとする者は、別表第５

に掲げる使用料を納付しなければならない。 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

（利用料金） （利用料金） 

第１８条の２ 前条第１項の規定により指定管理者に管理業務を行わせ

る場合における第１２条第１項に規定する別表第４（４）に掲げる行

為をする場合の公園施設の利用料金の額は、別表第４（４）の範囲に

おいて、また、同条第２項に規定する有料公園施設の利用料金の額は、

別表第５の範囲において、指定管理者が市長の承認を得て定めるもの

とする。 

第１８条の２ 前条第１項の規定により指定管理者に管理業務を行わせ

る場合における第１２条第１項に規定する別表第４（４）に掲げる行

為をする場合の公園施設の利用料金の額は、別表第４（４）の範囲に

おいて、また、同条第２項に規定する有料公園施設の利用料金の額は、

別表第５の範囲において、指定管理者が市長の承認を得て定めるもの

とする。 

別表第５（第１２条、第１８条の２関係） 別表第５（第１２条、第１８条の２関係） 

１ 甲賀市水口スポーツの森（陸上競技場・野球場・多目的グラウンド・

テニスコート）、甲賀市野洲川河川公園 

１ 甲賀市水口スポーツの森（陸上競技場・野球場・多目的グラウンド・

テニスコート）、甲賀市野洲川河川公園 

施設名 区分 金額（円） 

市内 市外 

施設名 区分 金額（円） 

市内 市外 
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陸

上

競

技

場 

競技場 平日１時間

当たり 

貸切使用 ２，０００ ４，０００ 

土日祝日１

時間当たり 

２，５００ ５，０００ 

団体（１０

人以上）使

用１回当た

り 

共用使用 ２，０００ ４，０００ 

個人使用１

回当たり 

２００ ４００ 

会議室 １時間当た

り 

― ３００ ６００ 

ミーティ

ング室 

― ３００ ６００ 

シャワー １回当たり ― １００ １００ 

指導員室 １時間当た

り 

― ２００ ４００ 

広告物の

表示 

１日当たり ― ２，０００ ４，０００ 

野

球

場 

野球場 平日１時間

当たり 
― 

２，０００ ４，０００ 

土日祝日１

時間当たり 
― 

３，０００ ６，０００ 

ス コ ア ボ

ード 

１時間当た

り 
― １，５００ 

陸

上

競

技

場 

競技場 平日１時間

当たり 

貸切使用 ２，０００ ４，０００ 

土日祝日１

時間当たり 

２，５００ ５，０００ 

団体（１０

人以上）使

用１回当た

り 

共用使用 ２，０００ ４，０００ 

個人使用１

回当たり 

２００ ４００ 

会議室 １回当たり ― ５００ １，０００ 

ミーティ

ング室 

― ５００ １，０００ 

シャワー ― １００ １００ 

指導員室 

 

― ５００ １，０００ 

広告物の

表示 

１日当たり ― ２，０００ ４，０００ 

野

球

場 

野球場 平日１時間

当たり 
― 

１，５００ ３，０００ 

土日祝日１

時間当たり 
― 

２，２５０ ４，５００ 

ス コ ア ボ

ード 

１試合当た

り 
― ２，０００ 
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照明設備 １時間当た

り 

１／２点灯 ５，０００ 

全点灯 １０，０００ 

本部室 １時間当た

り 

― ２００ ４００ 

審判室 ２００ ４００ 

来賓室 ２００ ４００ 

控室（１室

につき） 

２００ ４００ 

会議室（１

室につき） 

２００ ４００ 

記 録 放 送

室 

２００ ４００ 

シ ャ ワ ー

室（１室に

つき） 

１回当たり ― １，０００ ２，０００ 

多

目

的

グ

ラ

ウ

ン

ド 

人 工 芝 グ

ラウンド 

      

     

平日１時間

当たり 

１面 ２，０００ ４，０００ 

１／２面 １，４００ ２，８００ 

土日祝日１

時間当たり 

１面 ３，０００ ６，０００ 

１／２面 ２，０００ ４，０００ 

照明設備 １時間当た

り 

１面 ２，０００ 

（略） 

 備考 （略） 

６ 野球場 

施設名 区分 １時間当たり金額（円） 

照明設備 １時間当た

り 

１／２点灯 ５，０００ 

全点灯 １０，０００ 

本部室 １回当たり ― ５００ １，０００ 

審判室 ５００ １，０００ 

来賓室 ５００ １，０００ 

控室（１室

につき） 

５００ １，０００ 

会議室（１

室につき） 

５００ １，０００ 

記 録 放 送

室 

５００ １，０００ 

シ ャ ワ ー

室（１室に

つき） 

１，０００ ２，０００ 

多

目

的

グ

ラ

ウ

ン

ド 

人 工 芝 グ

ラウンド 

ク レ ー グ

ラウンド 

平日１時間

当たり 

１面 １，５００ ３，０００ 

１／２面 １，０００ ２，０００ 

土日祝日１

時間当たり 

１面 ２，２５０ ４，５００ 

１／２面 １，５００ ３，０００ 

照明設備 １時間当た

り 

１面 ４，０００ 

（略） 

 備考 （略） 

６ 野球場 

施設名 区分 １時間当たり金額（円） 
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市内 市外 

野球

場 

甲賀市ひの

きが丘公園

野球場 

― １面 １，０００ ２，０００ 

甲賀市甲賀

中央公園野

球場 

― １面 １，０００ ２，０００ 

（略） 

（略） 

 備考 （略） 

７ グラウンド 

施設名 区分 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

グラ

ウン

ド 

甲賀市甲賀中央

公園多目的グラ

ウンド 

― １面 ５００ １，０００ 

（略） 

（略） 

甲賀市柏木公園

多目的グラウン

ド 

― １面 ７００ １，４００ 

（略） 

 備考 （略） 

市内 市外 

野球

場 

甲賀市ひの

きが丘公園

野球場 

平日 １面 ９００ １，８００ 

土日祝日 １面 １，０００ ２，０００ 

甲賀市甲賀

中央公園野

球場 

― １面 ８００ １，６００ 

（略） 

（略） 

 備考 （略） 

７ グラウンド 

施設名 区分 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

グラ

ウン

ド 

甲賀市甲賀中央

公園多目的グラ

ウンド 

― １面 ３５０ ７００ 

（略） 

（略） 

甲賀市柏木公園

多目的グラウン

ド 

― １面 ５００ １，０００ 

（略） 

 備考 （略） 
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９ 会議室 

施設名 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

甲賀市甲

賀中央公

園 

（略） 

共同福祉センター大会議室 ５００ １，０００ 

（略） 

甲賀市鹿

深夢の森 

（略） 

甲賀匠の里和室 ３００ ６００ 

（略） 
 

９ 会議室 

施設名 １時間当たり金額（円） 

市内 市外 

甲賀市甲

賀中央公

園 

（略） 

共同福祉センター大会議室 ４５０ ９００ 

（略） 

甲賀市鹿

深夢の森 

（略） 

甲賀匠の里和室 ２５０ ５００ 

（略） 
 

 備考 （略）  備考 （略） 

 

＜第２条関係＞ 

甲賀市都市公園条例新旧対照表 

改正案 現行 

（有料公園施設） （有料公園施設） 

第８条 有料公園施設（市の管理する公園施設で有料で利用させるもの

をいう。以下同じ。）は、別表第２のとおりとする。 

第８条 有料公園施設（市の管理する公園施設で有料で利用させるもの

をいう。以下同じ。）は、別表第２のとおりとする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 有料公園施設の利用日及び利用時間は、別表第３のとおりとする。

ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 

３ 有料公園施設の利用日及び利用時間は、別表第３のとおりとする。

ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 
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（使用料） （使用料） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２ 第８条に規定する有料公園施設を利用しようとする者は、別表第５

に掲げる使用料を納付しなければならない。 

２ 第８条に規定する有料公園施設を利用しようとする者は、別表第５

に掲げる使用料を納付しなければならない。 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

（利用料金） （利用料金） 

第１８条の２ 前条第１項の規定により指定管理者に管理業務を行わせ

る場合における第１２条第１項に規定する別表第４（４）に掲げる行

為をする場合の公園施設の利用料金の額は、別表第４（４）の範囲に

おいて、また、同条第２項に規定する有料公園施設の利用料金の額は、

別表第５の範囲において、指定管理者が市長の承認を得て定めるもの

とする。 

第１８条の２ 前条第１項の規定により指定管理者に管理業務を行わせ

る場合における第１２条第１項に規定する別表第４（４）に掲げる行

為をする場合の公園施設の利用料金の額は、別表第４（４）の範囲に

おいて、また、同条第２項に規定する有料公園施設の利用料金の額は、

別表第５の範囲において、指定管理者が市長の承認を得て定めるもの

とする。 

別表第２（第８条関係） 別表第２（第８条関係） 

有料公園施設 有料公園施設 

有料公園施設が属する公園 有料公園施設 

甲賀市水口スポーツの森 管理棟 

陸上競技場 

野球場 

多目的グラウンド 

テニスコート 

キャンプ場 

ロッジ 

有料公園施設が属する公園 有料公園施設 

甲賀市水口スポーツの森     

陸上競技場 

野球場 

多目的グラウンド 

テニスコート 

キャンプ場 

ロッジ 



7/8 

（略） 
 

（略） 
 

別表第３（第８条関係） 別表第３（第８条関係） 

施設名 閉園日 利用時間 

甲賀市水口

スポーツの

森 

（略） 

管理棟 

野球場 

多目的グラウンド 

テニスコート 

キャンプ場 

ロッジ 

１２月２９日から翌

年１月３日まで 

午前８時３０分から

午後５時まで 

夜間利用施設 午後

１０時まで 

（略） 
 

施設名 閉園日 利用時間 

甲賀市水口

スポーツの

森 

（略） 

    

野球場 

多目的グラウンド 

テニスコート 

キャンプ場 

ロッジ 

１２月２９日から翌

年１月３日まで 

午前８時３０分から

午後５時まで 

夜間利用施設 午後

１０時まで 

（略） 
 

備考 （略） 備考 （略） 

別表第５（第１２条、第１８条の２関係） 別表第５（第１２条、第１８条の２関係） 

１ 甲賀市水口スポーツの森（管理棟・陸上競技場・野球場・多目的グ

ラウンド・テニスコート）、甲賀市野洲川河川公園 

１ 甲賀市水口スポーツの森（    陸上競技場・野球場・多目的グ

ラウンド・テニスコート）、甲賀市野洲川河川公園 

施設名 区分 金額（円） 

市内 市外 

管

理

棟 

会議室（１

室につき） 

１時間当た

り 

― ３００ ６００ 

ミーティ

ングルー

ム（１室に

― ２００ ４００ 

施設名 

 

 

 

 

 

 

区分 金額（円） 

市内 市外 
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つき） 

シャワー １回当たり ― １００ １００ 

（略） 
 

 

 

（略） 
 

 備考 （略）  備考 （略） 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は令和７年４月１日から、第２条の規定は規

則で定める日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の甲賀市都市公園条例別表第５の規定は、

同条の規定の施行の日以後に納付される使用料（利用料金を含む。以下

この項において同じ。）について適用し、同日前に納付された使用料に

ついては、なお従前の例による。 

 （準備行為） 

３ 管理棟に係る利用の許可その他の準備行為は、第２条の規定の施行の

日前においても行うことができる。 

 

 



議案第９９号  

 甲賀市福祉ホール条例を廃止する条例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

   令和６年１１月２８日  

                      甲賀市長  岩 永 裕 貴   



   甲賀市福祉ホール条例を廃止する条例  

 甲賀市福祉ホール条例（平成１６年甲賀市条例第８８号）は、廃止する。 

   付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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